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日本原子力研究開発機構より発生した研究施設等廃棄物は、将来的に浅地中埋設処分する予定

であり、処分を実施するまでには、廃棄物の放射能濃度を評価する方法を構築しなければならな

い。本報告では、動力試験炉（JPDR）から発生したコンクリート廃棄物に対する放射能濃度評

価法を検討した。 

放射能濃度評価法の構築に当たっては、理論計算を主体として、放射化学分析による核種分析

値を用いることで、評価の妥当性を確認した。評価対象として予備選定された核種において、核

種分析値を用いて理論計算の結果を適切に補正することで、放射能濃度評価を行うことができる

見通しを得た。 
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1． はじめに 

 
廃棄物埋設事業者は、放射性廃棄物の埋設処分に当たって、埋設対象となる廃棄体一体ごとに

法令で定められている技術上の基準に適合していることについて、規制当局による確認を受けな

ければならない。埋設対象となる廃棄体の技術上の基準は「核燃料物質又は核燃料物質によつて

汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則」に定められており、放射能濃度に係る項

目では、埋設対象となる廃棄体に含まれる放射性物質の種類ごとに埋設事業許可申請書に記載さ

れた最大放射能濃度を超えないこととされている。 

埋設処分を実施している原子力発電所では、運転保守に伴って発生する均質・均一固化体及び

充填固化体の放射能濃度について、廃棄体一体ごとに、スケーリングファクタ法、または平均放

射能濃度法のような簡便な評価方法により評価している 1)。日本原子力研究開発機構（以下「原

子力機構」という。）の研究施設から発生する放射性廃棄物（以下「研究施設等廃棄物」という。）

についても、将来的に浅地中埋設処分の実施が予定されており、合理的な埋設処分を実施するた

めには、原子力発電所と同様に簡便に廃棄体の放射能濃度を評価する方法を構築する必要がある。

これまでに原子力科学研究所で発生したアスファルト固化体及び動力試験炉 JPDR 施設の解体に

伴って発生した放射性廃棄物のうち金属廃棄物を対象としたスケーリングファクタ法等の適用性

についての検討 2,3,4）や、JRR-2 及び JRR-3 の金属廃棄物をモデルとした放射能濃度評価法の検討

を行ってきた 5)。 

本報告では、JPDR から発生した廃棄物に対して放射化学分析を実施した放射能濃度デー 

タ 6,7,8,9）に基づき、コンクリート廃棄物を対象とした放射能濃度評価法について検討を行った。 

 

 

2． 検討手順 
 

 原子炉施設より発生した廃棄物に残存する放射能は大きく二つに分けられる。一つは原子炉内

及び原子炉近傍の構造物等が炉心からの中性子により放射化して生成するもの（放射化物）、も

う一つは、原子炉燃料に由来する核分裂生成物や冷却系内に生成した腐食生成物が表面に付着し

て生じるものである（汚染物）。汚染については、運転履歴等より過去の汚染事象や使用履歴等

を調べた上で、体系的な放射能測定により評価する。一方で放射化放射能量は、中性子輸送コー

ドや放射化計算コードによる理論計算で求めることが可能である。施設の放射能濃度は、原子炉

施設の複雑な構造、運転履歴等諸般の問題を踏まえ、理論計算で算出された放射能濃度と放射化

学分析で得られた放射能データを組み合わせることで、保守的に評価できると推測される。 

そこで、検討手順として、発生施設ごとに放射化・燃焼計算コードを使用し、照射時間及び照

射期間中の平均出力、中性子束及び燃焼度、炉内構造物等の材料、元素組成等をもとに算出した
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放射化計算、燃料被覆管の損傷履歴に基づき、当該燃料の元素組成、燃料被覆管の損傷時の運転

条件を設定して燃焼計算を行った汚染の核種組成比をそれぞれ算出する。算出した放射化及び汚

染の組成比に対して、核種分析値を用いて理論計算による結果を補正することとした。その際、

放射化、汚染に分けて設定し、非破壊外部測定法によって得られる放射性核種（以下「Key 核種」

という。）の放射能濃度とかけ合わせて間接的に廃棄体の放射能濃度を決定することとした。放

射能濃度評価方法の検討フローを図 2.1 に示す。 

 

 

3． JPDR 保管廃棄物 
 

JPDR は原子力発電所の建設、運転及び保守の経験を得ること、各種試験、研究を通じて発電

炉の特性を把握することを目的として建設された試験炉である。JPDRの主要諸元 10)を表 3.1に示

した。JPDR は昭和 38 年に発電を開始し、昭和 61 年からは原子炉解体実地試験として解体作業

が実施された。 

JPDR 施設の解体に当たっては、将来の商業用発電炉の廃止措置に備えた原子炉施設の解体撤

去に必要な技術の開発と、開発した技術を用いた解体実地試験が昭和 61 年から平成 7 年度（平

成 8 年 3 月終了）にかけて行われ、原子炉施設が安全に解体撤去できることが実証されるととも

に、原子炉施設の解体撤去に係る作業時間、作業者の被ばく線量、放射性廃棄物の発生量等、多

くのデータが体系的に収集・整備された。 

JPDR 施設の解体に伴って発生した放射性廃棄物は、廃棄物の種類（金属、コンクリート等）、

放射能特性（放射化または放射性核種による汚染）、発生系統、放射能レベル等に基づいて区分

され、所定の容器に収納・保管された。これらの放射性廃棄物のうち炉心部周辺の機器・構造物

を除いた金属、コンクリート、使用済樹脂、解体に使用した機器等、大部分の放射性廃棄物は

200 リットルドラム缶に、大型のポンプ、タンク、コンクリートブロックは角型鋼製容器（内容

積：1 m3 及び 3 m3）に、スラッジ等の水分を含む放射性廃棄物は 200 リットル多重構造ドラム缶

に収納された。一方、原子炉圧力容器、炉内構造物、生体遮蔽体等、中性子照射により高度に放

射化された放射性廃棄物（以下「放射化廃棄物」という。）については、放射能量、形状、寸法

に合わせて製作された専用の遮蔽容器に収納された。 

容器に収納・保管された放射性廃棄物は、収納物名称、廃棄物の種類、放射能特性、発生系統、

発生建家、収納容器等の情報が収集・整備され、データベース化された。解体実地試験時におけ

る放射性廃棄物の放射能レベル区分を表 3.2 に、レベル別のコンクリート廃棄物の発生量を表 3.3

に示した 10)。約 2,140 t のコンクリート廃棄物のうち、約 1,670 t は既に埋設処分済であり、本検

討では保管中のコンクリート廃棄物約 470 t （放射化物：約 270 t、汚染物：約 200 t）を評価対象

とした。原子炉施設は、原子炉圧力容器、炉内構造物、炉心及び制御棒、その駆動機構等から構
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されており、原子炉圧力容器の周りは放射線被ばく低減のための生体遮蔽コンクリートで覆われ

ている。JPDRの生体遮蔽コンクリートの概要を図 3.1に示す 10)。本検討で対象となるコンクリー

ト廃棄物は、主体が生体遮蔽コンクリートであり、放射性核種の生成機構は放射化が支配的であ

ると推測される。一方で、解体実地試験の際には、系統機器等から漏洩する放射性液体による二

次的汚染が表面に存在するコンクリートも確認されている。そのため、放射化だけでなく汚染の

寄与も考慮しつつ検討を行う必要がある。 

 

 

4． 放射能濃度評価法の検討 
 
4.1 検討を実施した核種 

原子力機構では研究施設等廃棄物の埋設処分において安全評価上重要とされる放射性核種（以

下「重要核種」という。）の予備的評価を行っている 11)。その中で JPDRコンクリート廃棄物にお

ける重要核種は、ピット処分で 12 核種（14C、36Cl、59Ni、63Ni、90Sr、94Nb、99Tc、234U、238U、

239Pu、240Pu、241Am）、トレンチ処分で 14 核種（3H、14C、36Cl、41Ca、60Co、63Ni、90Sr、94Nb、
137Cs、152Eu、154Eu、234U、239Pu、241Am）が選定されている。これらのうち 17 核種（3H、14C、
36Cl、41Ca、60Co、63Ni、90Sr、94Nb、99Tc、137Cs、152Eu、154Eu、234U、238U、239Pu、240Pu、241Am）

を対象とした放射化学分析を実施し、放射能データを取得した。ただし、スペクトル上分離が困

難な 239Puと 240Puに関しては、239+240Puとした。表 4.1に選定した重要核種と分析核種の一覧を示

す。 

 

4.2 放射化計算 

放射化計算については、残存する JPDR コンクリート廃棄物を対象とした再評価を河内山ら 12)

が行っている。この報告書においては原子炉施設における放射化放射能の評価は 2 段階に分けて

実施している。1 段階目は、対象領域における中性子束の分布及びエネルギースペクトルを評価

し、2 段階目は、1 段階目に中性子の照射を受けた構造材中の起源元素の組成と断面積より放射

化放射能濃度を評価している。JPDR の生体遮蔽コンクリートを対象とし、2 次元の離散座標 Sn

法に基づく中性子/光子輸送計算コード DORT13)を用いて中性子束及びエネルギースペクトルを評

価したのち、SCALE6.014)付属の核種生成消滅コード ORIGEN-S15)を用いて放射化放射能量を評価

した。本報告では、放射化放射能の評価における検討データを使用して放射化計算の結果とした。

また、坂井ら 11）は、被覆管の損傷履歴等から計算によって求めた汚染組成比についても評価さ

れている。本報告では、この結果を引用して汚染組成比の結果とした。 
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炉の特性を把握することを目的として建設された試験炉である。JPDRの主要諸元 10)を表 3.1に示

した。JPDR は昭和 38 年に発電を開始し、昭和 61 年からは原子炉解体実地試験として解体作業

が実施された。 

JPDR 施設の解体に当たっては、将来の商業用発電炉の廃止措置に備えた原子炉施設の解体撤

去に必要な技術の開発と、開発した技術を用いた解体実地試験が昭和 61 年から平成 7 年度（平

成 8 年 3 月終了）にかけて行われ、原子炉施設が安全に解体撤去できることが実証されるととも

に、原子炉施設の解体撤去に係る作業時間、作業者の被ばく線量、放射性廃棄物の発生量等、多

くのデータが体系的に収集・整備された。 

JPDR 施設の解体に伴って発生した放射性廃棄物は、廃棄物の種類（金属、コンクリート等）、

放射能特性（放射化または放射性核種による汚染）、発生系統、放射能レベル等に基づいて区分

され、所定の容器に収納・保管された。これらの放射性廃棄物のうち炉心部周辺の機器・構造物

を除いた金属、コンクリート、使用済樹脂、解体に使用した機器等、大部分の放射性廃棄物は

200 リットルドラム缶に、大型のポンプ、タンク、コンクリートブロックは角型鋼製容器（内容

積：1 m3 及び 3 m3）に、スラッジ等の水分を含む放射性廃棄物は 200 リットル多重構造ドラム缶

に収納された。一方、原子炉圧力容器、炉内構造物、生体遮蔽体等、中性子照射により高度に放

射化された放射性廃棄物（以下「放射化廃棄物」という。）については、放射能量、形状、寸法

に合わせて製作された専用の遮蔽容器に収納された。 

容器に収納・保管された放射性廃棄物は、収納物名称、廃棄物の種類、放射能特性、発生系統、

発生建家、収納容器等の情報が収集・整備され、データベース化された。解体実地試験時におけ

る放射性廃棄物の放射能レベル区分を表 3.2 に、レベル別のコンクリート廃棄物の発生量を表 3.3

に示した 10)。約 2,140 t のコンクリート廃棄物のうち、約 1,670 t は既に埋設処分済であり、本検

討では保管中のコンクリート廃棄物約 470 t （放射化物：約 270 t、汚染物：約 200 t）を評価対象

とした。原子炉施設は、原子炉圧力容器、炉内構造物、炉心及び制御棒、その駆動機構等から構
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4.3 放射化計算と放射化学分析結果の比較 

JPDR 保管廃棄物のうちコンクリート等廃棄物は、JPDR の解体に伴って発生した放射能が極低

レベルのコンクリート等廃棄物の簡易埋設処分（トレンチ処分）実証試験の際に、放射化計算を

主体とした放射能濃度評価を実施している。このとき定量した核種は 3H、14C、36Cl、41Ca、60Co、
63Ni、90Sr、137Cs、152Eu、154Eu であった。生体遮蔽コンクリートの異なる高さの位置から、水平

方向にコアボーリングにより試料を採取し、ダイヤモンドカッターを用いて約 2 cm の厚さの円

盤状試料に加工し、Ge 半導体検出器を用いて深さ方向の放射能濃度分布を取得した上で、取得

した放射能濃度をもとに放射化計算の結果が保守的になるように補正を行っている 16)。補正に当

たっては、測定値が多数ある 60Co、152Eu 及び 154Eu は埋設対象部内表面における測定値を基準に、

一定の比率を乗じて補正している。3Hについては、これらの核種にほぼ比例した分布が得られて

いることから 152Eu との放射能濃度の比率（10 倍）を乗じて濃度分布とし、その他の核種におい

ては、埋設対象部では全て検出下限値以下であるので各計算値に 152Eu と同じ比率を乗じて濃度

分布としている。 

本検討に当たり、これらのボーリングコア試料のうち、放射化による放射能濃度が最も高い場

所と推定された、高さ 340 cm、深さ 8 cm の位置から採取された試料（D-73）の放射化学分析を

行った 8)。JPDR コンクリートにおいて安全評価上重要核種として予備評価された 7 核種（3H、

14C、36Cl、41Ca、90Sr、152Eu、154Eu）に、60Co、63Ni、137Cs、234U、238U、239+240Pu、241Am を加え

た 15 核種を対象として D-73 の放射化学分析を行った結果を放射化計算の結果と比較した。結果

を表4.2に示す。なお、いずれの放射能濃度も令和5年3月31日現在に減衰補正した値を用いた。 

 比較の結果、36Cl、63Ni、90Sr、152Eu、154Eu、234U、239+240Pu は計算値と測定値がおおむね一致

するとともに、36Cl 及び 234U 以外の核種については放射化計算の結果が保守的であることが分か

った。放射化計算による実測値の評価において妥当性が確認された。 

 

4.4 放射性核種の生成機構の検討 

4.1 項に記載した放射性核種について、生成機構及び移行挙動を以下のとおりまとめた。 

・3H について 

 燃料である U 及びその放射化生成物である Pu の三体核分裂により生成し、冷却水中では生成

量と放出量が一定となり存在すると想定される。一方、コンクリート中では微量に含まれるLiの

放射化により生成する。コンクリートの放射化において核種の移行をほとんど無視できると想定

されるが、3Hにおいては比較的移行しやすいため解体時や廃棄物の保管の状況により、濃度比が

ばらついたと考えられる。 

・14C について 

主に冷却水中に含まれる O の放射化により生成する。冷却水中では生成した大部分がオフガス

系に放出され、さらに廃棄物処理系においては炭酸塩として溶液中に残存するため、60Co との濃
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度比の変動は少ないと考えられる。一方、コンクリート中では N の放射化により生成する。コン

クリートの放射化において核種の移行をほとんど無視できると想定されるが、14C においては比

較的移行しやすいため解体時や廃棄物の保管の状況により、濃度比がばらついたと考えられる。 

・36Cl について 

 原子炉水やコンクリート中に不純物として含まれる Cl の放射化により生成する。コンクリー

トの放射化においては核種の移行をほとんど無視できるため、60Co を Key 核種とした際にある一

定の比を示すと考えられる。 

・41Ca、152Eu、154Eu について 

 41Ca、152Eu 及び 154Eu は、コンクリート等に含まれる Ca 及び Eu の放射化により生成する。コ

ンクリートの放射化においては核種の移行をほとんど無視できるため、60Co を Key 核種とした際

にある一定の比を示すと考えられる。そのため、放射化特有の核種と考えられ、汚染試料につい

てはほとんど存在しない。 

・59Ni、63Ni について 

 59Ni、63Ni は、原子炉構成材料中に使用されているステンレス鋼やコンクリート中に含まれる

Ni の放射化により生成する。Ni は Co と同じ遷移金属であり、移行挙動が類似するものと想定さ

れるため、放射化と汚染それぞれ 60Coを Key核種とした際にある一定の比を示すと考えられる。

なお、汚染の場合には炉内構造物としてジルカロイ等の Ni を含有する金属が存在するため、放

射化よりも濃度比が高くなると推定される。また、59Ni と 63Ni の移行挙動は同様であるため、

59Ni は 63Ni の評価をもとに理論計算により評価ができる。 

・90Sr、137Cs、239+240Pu、241Am について 

 90Sr、137Cs、239+240Pu 及び 241Am は、U の中性子多重捕獲や核分裂により生成する。90Sr、
239+240Pu、241Am は Key 核種である 137Cs とほとんど一定の核種組成比を示すと考えられる。一方、

90Sr、137Cs、239+240Pu及び 241Amは、コンクリート中でも Uの中性子多重捕獲や核分裂により生成

する。コンクリート中では核種の移行をほとんど無視できると想定されるため、一定の比を示す

と考えられる。 

・94Nb、99Tc について 
94Nb 及び 99Tc は、原子炉構成材中の Nb や Mo の熱中性子捕獲により生成する。その他、U や

Puの核分裂により生成すると考えられる。廃棄物処理系への移行は、60Coと類似すると考えられ

る。 

・234U、238U について 
234U及び 238Uは、原子炉燃料に含まれる Uやコンクリート中に含まれる天然ウランによるもの

と考えられる。 

 

JPDR から発生したコンクリート廃棄物は、将来の埋設処分に向けた有害物除去を目的として、

 

4.3 放射化計算と放射化学分析結果の比較 

JPDR 保管廃棄物のうちコンクリート等廃棄物は、JPDR の解体に伴って発生した放射能が極低

レベルのコンクリート等廃棄物の簡易埋設処分（トレンチ処分）実証試験の際に、放射化計算を

主体とした放射能濃度評価を実施している。このとき定量した核種は 3H、14C、36Cl、41Ca、60Co、
63Ni、90Sr、137Cs、152Eu、154Eu であった。生体遮蔽コンクリートの異なる高さの位置から、水平

方向にコアボーリングにより試料を採取し、ダイヤモンドカッターを用いて約 2 cm の厚さの円

盤状試料に加工し、Ge 半導体検出器を用いて深さ方向の放射能濃度分布を取得した上で、取得

した放射能濃度をもとに放射化計算の結果が保守的になるように補正を行っている 16)。補正に当

たっては、測定値が多数ある 60Co、152Eu 及び 154Eu は埋設対象部内表面における測定値を基準に、

一定の比率を乗じて補正している。3Hについては、これらの核種にほぼ比例した分布が得られて

いることから 152Eu との放射能濃度の比率（10 倍）を乗じて濃度分布とし、その他の核種におい

ては、埋設対象部では全て検出下限値以下であるので各計算値に 152Eu と同じ比率を乗じて濃度

分布としている。 

本検討に当たり、これらのボーリングコア試料のうち、放射化による放射能濃度が最も高い場

所と推定された、高さ 340 cm、深さ 8 cm の位置から採取された試料（D-73）の放射化学分析を

行った 8)。JPDR コンクリートにおいて安全評価上重要核種として予備評価された 7 核種（3H、

14C、36Cl、41Ca、90Sr、152Eu、154Eu）に、60Co、63Ni、137Cs、234U、238U、239+240Pu、241Am を加え

た 15 核種を対象として D-73 の放射化学分析を行った結果を放射化計算の結果と比較した。結果

を表4.2に示す。なお、いずれの放射能濃度も令和5年3月31日現在に減衰補正した値を用いた。 

 比較の結果、36Cl、63Ni、90Sr、152Eu、154Eu、234U、239+240Pu は計算値と測定値がおおむね一致

するとともに、36Cl 及び 234U 以外の核種については放射化計算の結果が保守的であることが分か

った。放射化計算による実測値の評価において妥当性が確認された。 

 

4.4 放射性核種の生成機構の検討 

4.1 項に記載した放射性核種について、生成機構及び移行挙動を以下のとおりまとめた。 

・3H について 

 燃料である U 及びその放射化生成物である Pu の三体核分裂により生成し、冷却水中では生成

量と放出量が一定となり存在すると想定される。一方、コンクリート中では微量に含まれるLiの

放射化により生成する。コンクリートの放射化において核種の移行をほとんど無視できると想定

されるが、3Hにおいては比較的移行しやすいため解体時や廃棄物の保管の状況により、濃度比が

ばらついたと考えられる。 

・14C について 

主に冷却水中に含まれる O の放射化により生成する。冷却水中では生成した大部分がオフガス

系に放出され、さらに廃棄物処理系においては炭酸塩として溶液中に残存するため、60Co との濃
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すでに分別され、採取場所等の情報をトレースできないため、個々の保管廃棄物を放射化と汚染

の分類ができない。しかし、放射化と汚染が分類できない場合には非常に保守的な評価となるこ

とが想定されるため、放射化学分析の結果をもとに放射化と汚染を区別することを検討した。放

射化コンクリート中では、いずれの核種においてもほぼ一定の比になると考えられるため、放射

化核種である 60Coを Key核種としてそれぞれの試料の分析で得られた放射能濃度を相関図として

図 4.1～4.15 に示した。その他、90Sr及び 239+240Pu については、それぞれ、材料中の 235U の核分裂

及び 238U の中性子捕獲によって生成するため、同じ 235U の核分裂を生成起源とする 137Cs を Key

核種としてそれぞれの試料の分析で得られた放射能濃度を相関図として図 4.16～4.17 に示した。

合わせて 4.2 項で計算された汚染組成比及び 4.3 項で計算された D-73 放射化計算値を図に示した。

なお、いずれの放射能濃度も令和 5 年 3 月 31 日現在に減衰補正した値を用いた。 

図 4.5（63Ni と 60Co）及び図 4.10（152Eu と 60Co）は、放射化試料と汚染試料の違いが明確に表

れていると推測されるため、本結果をもとに分析した試料を放射化試料と汚染試料に区別して、

それぞれ相関図を作成した。放射化試料の相関図と汚染試料の相関図を図 4.18～図 4.37 に示した。

加えて、それぞれ放射化学分析における検出値をもとに標準偏差σを算出して 95%信頼区間とな

る 2σの線を示した。標準偏差σの算出方法を次式に示す。 

 

𝜎𝜎 𝜎 �1
𝑛𝑛 �(𝑥𝑥� − 𝑥̅𝑥)�

�

���
                  （式 4.1） 

       𝑥𝑥�：難測定核種の放射能濃度の対数値 

        𝑥̅𝑥：難測定核種の放射能濃度の対数値の算術平均値 

 

なお、汚染と放射化を区別した相関図において、94Nb、99Tc 及び 241Am についてはすべて検出

下限値であることから、234U と 238U については一定の濃度で存在していることから割愛する。 

 

4.5 放射化学分析値の考察 

94Nb、99Tc 及び 241Am は、核種分析の結果、有意な検出点が得られなかった。これらの核種は、

現時点では有意なデータがないため、検出下限値の最大となる値または理論計算値で評価を行う

方針とする。 
234U 及び 238U の放射能濃度比は、おおよそ 1（0.89）で一定の濃度で存在していた。すなわち、

検出されたウランは天然ウランに由来するものであり、廃棄物中に一定の濃度で分布していると

推測される。234Uの平均放射能濃度は令和 5年 3月 31日現在で（1.12±0.53）×10-2 Bq/g、238Uの

平均放射能濃度は令和 5 年 3 月 31 日現在で（9.77±5.35）×10-3 Bq/g であった。 

分析した試料のうち、放射化試料は 11 試料、汚染試料は 4 試料と区別することができた。な
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お、152Eu が汚染に区別した試料で非検出となっており、放射化に区分した試料でよい相関を示

していたことから、今回、調査対象とした廃棄物では、汚染と放射化が混在する試料はなかった。 

放射化試料においては、3Hが 10試料、14Cが 11試料、36Clが 7試料、41Caが 2試料、60Coが 11

試料、63Ni が 6 試料、90Sr が 3 試料、137Cs が 4 試料、152Eu が 11 試料、154Eu が 11 試料、239+240Pu

が 4 試料で検出となった。3H と 14C においては、比較的移行しやすいため、コンクリートの放射

化であっても解体時や廃棄物の保管の状況により、濃度比がばらついたと考えられる。 

汚染試料においては、3H が 1 試料、14C が 1 試料、36Cl が 1 試料、60Co が 4 試料、63Ni が 4 試

料、137Cs が 4 試料で検出となり、41Ca、90Sr、152Eu、154Eu、239+240Pu は非検出となった。137Cs が

検出となっているものの、90Sr と 239+240Pu は非検出となっており、137Cs の放射能濃度を考えると、

理論計算上、90Sr と 239+240Pu は検出となる見込みであったため、その理由は今後考察する必要が

ある。 
3H、14C、36Clにおいては、60Coを Key核種として汚染試料と放射化試料で明確な差異が確認で

きなかった。また、90Sr と 239+240Pu においても、137Cs を Key 核種として汚染試料と放射化試料で

明確な差異が確認できなかった。一方で、放射化試料及び汚染試料それぞれにおいて、60Co と

63Ni はよい相関を示した。 

参考として 137CsをKey核種とした場合の各核種の放射能濃度の相関図を示した。付録A参照。 

 

4.6 核種組成比の設定 

4.6.1  放射化試料 

 放射化廃棄物の場合には、非破壊外部測定装置により放射化コンクリートで特有の 152Eu が確

認できるとともに、比較的汚染による寄与の大きい 137Cs の放射能濃度（ほとんどの放射化にお

いて 137Cs は非検出になると想定される）により判別することができる。 

(1) スケーリングファクタ法 

 スケーリングファクタ法を適用するにあたり、コンクリート中の放射性核種の生成機構、移行

挙動を考慮して、3H、14C、36Cl、41Ca、63Ni、152Eu、154Eu については 60Co を Key 核種として、

90Sr、239+240Pu については 137Cs を Key 核種として、有意な放射化学分析結果に基づいて、相関係

数の確認、t 検定による確認を行った。このうち、相関係数の算出において有意な放射化学分析

結果が得られた 3H、14C、36Cl、63Ni、90Sr、152Eu、154Eu、239+240Pu について検討を行った。 

 

 a) 相関係数の確認 

  相関係数は式 4.2 で算出した。 

𝑟𝑟 𝜎 ∑(𝑥𝑥� − 𝑥̅𝑥)(𝑦𝑦� − 𝑦𝑦�)��∑(𝑥𝑥� − 𝑥̅𝑥)�・∑(𝑦𝑦� − 𝑦𝑦�)�                                               (式 4.2) 

 

 

すでに分別され、採取場所等の情報をトレースできないため、個々の保管廃棄物を放射化と汚染

の分類ができない。しかし、放射化と汚染が分類できない場合には非常に保守的な評価となるこ

とが想定されるため、放射化学分析の結果をもとに放射化と汚染を区別することを検討した。放

射化コンクリート中では、いずれの核種においてもほぼ一定の比になると考えられるため、放射

化核種である 60Coを Key核種としてそれぞれの試料の分析で得られた放射能濃度を相関図として

図 4.1～4.15 に示した。その他、90Sr及び 239+240Pu については、それぞれ、材料中の 235U の核分裂

及び 238U の中性子捕獲によって生成するため、同じ 235U の核分裂を生成起源とする 137Cs を Key

核種としてそれぞれの試料の分析で得られた放射能濃度を相関図として図 4.16～4.17 に示した。

合わせて 4.2 項で計算された汚染組成比及び 4.3 項で計算された D-73 放射化計算値を図に示した。

なお、いずれの放射能濃度も令和 5 年 3 月 31 日現在に減衰補正した値を用いた。 

図 4.5（63Ni と 60Co）及び図 4.10（152Eu と 60Co）は、放射化試料と汚染試料の違いが明確に表

れていると推測されるため、本結果をもとに分析した試料を放射化試料と汚染試料に区別して、

それぞれ相関図を作成した。放射化試料の相関図と汚染試料の相関図を図 4.18～図 4.37 に示した。

加えて、それぞれ放射化学分析における検出値をもとに標準偏差σを算出して 95%信頼区間とな

る 2σの線を示した。標準偏差σの算出方法を次式に示す。 

 

𝜎𝜎 𝜎 �1
𝑛𝑛 �(𝑥𝑥� − 𝑥̅𝑥)�

�

���
                  （式 4.1） 

       𝑥𝑥�：難測定核種の放射能濃度の対数値 

        𝑥̅𝑥：難測定核種の放射能濃度の対数値の算術平均値 

 

なお、汚染と放射化を区別した相関図において、94Nb、99Tc 及び 241Am についてはすべて検出

下限値であることから、234U と 238U については一定の濃度で存在していることから割愛する。 

 

4.5 放射化学分析値の考察 

94Nb、99Tc 及び 241Am は、核種分析の結果、有意な検出点が得られなかった。これらの核種は、

現時点では有意なデータがないため、検出下限値の最大となる値または理論計算値で評価を行う

方針とする。 
234U 及び 238U の放射能濃度比は、おおよそ 1（0.89）で一定の濃度で存在していた。すなわち、

検出されたウランは天然ウランに由来するものであり、廃棄物中に一定の濃度で分布していると

推測される。234Uの平均放射能濃度は令和 5年 3月 31日現在で（1.12±0.53）×10-2 Bq/g、238Uの

平均放射能濃度は令和 5 年 3 月 31 日現在で（9.77±5.35）×10-3 Bq/g であった。 

分析した試料のうち、放射化試料は 11 試料、汚染試料は 4 試料と区別することができた。な
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  ここで、r：相関係数 

       𝑥𝑥�：難測定核種の放射能濃度の対数値 

        𝑥̅𝑥：難測定核種の放射能濃度の対数値の算術平均値 

𝑥̅𝑥 𝜎 1
𝑛𝑛 � 𝑥𝑥�

�

���
 

 

𝑦𝑦�：Key 核種の放射能濃度の対数値 

        𝑦𝑦�：Key 核種の放射能濃度の対数値の算術平均値 

𝑦𝑦� 𝜎 1
𝑛𝑛 � 𝑦𝑦�

�

���
 

   

相関係数の確認結果を表 4.3 に示す。その結果、3H、63Ni、152Eu、154Eu については 60Co と強

い正の相関があり、239+240Pu は 137Cs と強い正の相関があることが分かった。 

t 検定は、評価対象核種と Key 核種との放射能濃度に相関関係が成立しないという仮説を立

てて検定するものである。危険率 1%で検定する場合、式 4.3 に示す t0 値が t 分布表の t(n-2,1%)

に対して t0≧t(n-2,1%)となるときに評価対象核種と Key 核種との放射能濃度に相関関係が成立

しないとする仮説が棄却され、相関関係が成立すると判定される。 

𝑡𝑡� 𝜎 |𝑟𝑟|√𝑛𝑛 − 𝑛
√1 − 𝑟𝑟�                 (式 4.3) 

相関関係の確認の結果、63Ni、152Eu、154Euと 60Coの組み合わせにおいて相関関係が成立する

と判定した。 

 

 b) スケーリングファクタの算出及びスケーリングファクタ法の適用 

スケーリングファクタの算出は、a)において相関関係を確認した核種の組み合わせにおいて、

算術平均を用いて算出した。スケーリングファクタの算出結果を表 4.4 にまとめた。 

 

(2) 相関関係の成立が判断できない核種の組成比の設定 

(1)により相関関係が判断できずスケーリングファクタ法を適用できなかった核種の組み合わ

せについて、放射化コンクリートにおいては核種の移行はほとんど無視できると考えられる。

すなわち、基本的には放射化コンクリートにおいては相関関係が成り立つと考えられるため、

核種分析結果をもとに核種組成比を検討した。相関関係の成立が判断できない核種の組成比の

設定結果を表 4.5 にまとめた。 

① 2σの上限値 

核種分析結果に対して、対数平均と分散σを算出し、95%信頼区間である 2σの上限値を
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核種組成比として使用する。2σの上限値はやや過剰であるものの、種々の平均により核種

組成比を算出する方法よりも、保守的に評価することができる。 

②算術平均値 

 核種分析値に対して、算術平均を算出し、核種組成比として使用する。算術平均は、対数

平均や幾何平均と比較して核種組成比を保守的に評価することができる。 

 

(3) 有効な核種分析データが 2 点以下の組成比の設定 

(1)、(2)により核種組成比が設定できなかった核種の組み合わせについて、放射化計算また

は核種分析値による組成比が最大となる値を使用して、核種組成比を算出した。算出した組成

比を表 4.6 に示す。 

 

4.6.2  汚染試料 

 汚染の場合には、非破壊外部測定装置により放射化コンクリート特有の 152Eu が非検出である

こと、137Cs の放射能が確認できることにより判別することができる。 

(1) スケーリングファクタ法 

 スケーリングファクタ法を適用するに当たり、汚染の生成機構、移行挙動を考慮して、3H、

14C、36Cl、63Ni については 60Co を Key 核種として、90Sr、239+240Pu については 137Cs を Key 核種と

して、有意な検出点が得られた放射化学分析の結果に基づいて、相関係数の確認、t 検定による

確認を行った。このうち、放射化学分析において有意な検出点が得られた 63Ni について、相関係

数の算出を行った。 

 a) 相関係数の確認 

相関係数の確認結果を表 4.7 に示す。その結果、63Ni については 60Co と強い正の相関がある

ことが分かった。 

 b) スケーリングファクタの算出及びスケーリングファクタ法の適用 

スケーリングファクタの算出は、a) において相関関係を確認した核種の組み合わせについて、

算術平均を用いて算出した。スケーリングファクタの算出結果を表 4.8 にまとめた。 

 

(2) 有効な核種分析データが 2 点以下の組成比の設定 

(1)による評価の他、汚染コンクリートにおいて、90Sr、239+240Pu と 137Cs の核種組成比は、生

成機構が同じ U による中性子捕獲や核分裂生成物（以下「FP」という。）であることを考える

と、基本的には放射化と同じような核種組成比になることが考えられる。そこで、90Sr、
239+240Pu については、放射化コンクリ―トの核種組成比を適用することとした。その他の核種

の組み合わせについて、有効な核種分析データが 2 点以下であるため、汚染の組成比計算また

は核種分析値による濃度比が最も大きい点を使用して、核種組成比を算出した。求めた核種組

 

  ここで、r：相関係数 

       𝑥𝑥�：難測定核種の放射能濃度の対数値 

        𝑥̅𝑥：難測定核種の放射能濃度の対数値の算術平均値 

𝑥̅𝑥 𝜎 1
𝑛𝑛 � 𝑥𝑥�

�

���
 

 

𝑦𝑦�：Key 核種の放射能濃度の対数値 

        𝑦𝑦�：Key 核種の放射能濃度の対数値の算術平均値 

𝑦𝑦� 𝜎 1
𝑛𝑛 � 𝑦𝑦�

�

���
 

   

相関係数の確認結果を表 4.3 に示す。その結果、3H、63Ni、152Eu、154Eu については 60Co と強

い正の相関があり、239+240Pu は 137Cs と強い正の相関があることが分かった。 

t 検定は、評価対象核種と Key 核種との放射能濃度に相関関係が成立しないという仮説を立

てて検定するものである。危険率 1%で検定する場合、式 4.3 に示す t0 値が t 分布表の t(n-2,1%)

に対して t0≧t(n-2,1%)となるときに評価対象核種と Key 核種との放射能濃度に相関関係が成立

しないとする仮説が棄却され、相関関係が成立すると判定される。 

𝑡𝑡� 𝜎 |𝑟𝑟|√𝑛𝑛 − 𝑛
√1 − 𝑟𝑟�                 (式 4.3) 

相関関係の確認の結果、63Ni、152Eu、154Euと 60Coの組み合わせにおいて相関関係が成立する

と判定した。 

 

 b) スケーリングファクタの算出及びスケーリングファクタ法の適用 

スケーリングファクタの算出は、a)において相関関係を確認した核種の組み合わせにおいて、

算術平均を用いて算出した。スケーリングファクタの算出結果を表 4.4 にまとめた。 

 

(2) 相関関係の成立が判断できない核種の組成比の設定 

(1)により相関関係が判断できずスケーリングファクタ法を適用できなかった核種の組み合わ

せについて、放射化コンクリートにおいては核種の移行はほとんど無視できると考えられる。

すなわち、基本的には放射化コンクリートにおいては相関関係が成り立つと考えられるため、

核種分析結果をもとに核種組成比を検討した。相関関係の成立が判断できない核種の組成比の

設定結果を表 4.5 にまとめた。 

① 2σの上限値 

核種分析結果に対して、対数平均と分散σを算出し、95%信頼区間である 2σの上限値を
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成比を表 4.9 に示す。 

 

4.6.3  放射化と汚染が混在する試料 

放射化と汚染が混在する場合または判別できない場合には、核種の組み合わせごとに放射化、

汚染のそれぞれで算出した核種組成比のうち、保守的となる核種組成比を適用することとした。 

 

4.6.4 核種組成比の考察 

 4.6.1 項～4.6.3 項において核種組成比を求めた。放射化試料において、3H、14C、36Cl は 60Co を

Key 核種とした濃度比がばらついたため、2σ上限値による評価が過剰に保守的となっている可

能性がある。算術平均により評価をする場合には、比較的過大評価にはなりにくいものの、十分

に不確実性を考慮する必要がある。汚染試料において、3H、14C、36Cl は、検出点が少なかったが、

放射化廃棄物と明確な差異がないため、保守的となる放射化の組成比で評価できる可能性がある。

137Cs を非破壊外部測定により測定する場合には、FP や TRU 核種は 137Cs に対する組成比が放射

化と汚染で変わらないため、汚染と放射化を区別なく評価できる可能性がある。 

 

4.7 処分区分の模擬評価結果 

本検討において使用した核種分析試料に対して、処分区分の模擬評価を行った。トレンチ処分

の可能性の判断は、評価対象廃棄物における全ての核種からの線量の合計が基準線量以下となる

こととし、分析した試料の放射能濃度（Di）を「研究施設等廃棄物の浅地中処分のための基準線

量相当濃度の検討（その 2）（JAEA-Technology 2022-013）」17)で評価された最小となる基準線量相

当濃度（Ci, s_min）で除して求めた相対重要度（Di/Ci）の総和Σ（D/C）が 0.3 以下になること

で判断することとした。相対重要度が 1 以下の場合には、処分可能であると判断できるものの、

埋設施設の安全評価への裕度を考えて相対重要度が 0.3 以下を基準として評価した。 

重要核種に対する 0 でない最小のシナリオの基準線量相当濃度（Ci, s_min）及び「4.6 核種組成

比の設定」において設定した核種組成比を用いて、核種分析に使用した試料の Key 核種の放射能

濃度から処分区分を模擬評価した。なお、分析した試料については放射化と汚染で区分して適切

な組成比を使用した。トレンチ処分及びピット処分における重要核種に対する 0 でない最小のシ

ナリオの基準線量相当濃度を表 4.10 に、分析した試料に対する模擬評価結果を表 4.11 に示す。 

 分析試料は、廃棄物の中で比較的線量の高いものから採取・選定を行っている。そのため、本

検討で用いた分析試料のほとんどがピット処分相当のものであるものの、廃棄物全体としてはト

レンチ処分に区分される廃棄物が多く存在していることが想定される。 

 

4.8 放射化と汚染が混在する廃棄物に適用する放射能濃度評価法の検討 

 実際の廃棄物は、放射化と汚染廃棄物が混在する可能性がある。そこで代表するγ線放出核種
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における放射化による組成比と汚染による組成比が十分に異なっている場合、それぞれの組成比

について放射化または汚染による寄与が 100%として仮定して、混合比を算出することを検討し

た。JPDR コンクリート廃棄物の場合には、分析データのうち、非破壊外部放射能測定が可能で

ある 152Eu と 60Co の組成比を基準として汚染と放射化の割合を算出した。このとき 60Co を基準に

した際に、152Eu は汚染による組成比が極めて低いため、152Eu は汚染による影響を無視できると

推定される。図 4.38に放射化及び汚染による寄与の混合比を 10%ずつ変化させた場合の概念図を

示した。 

 152Eu/60Co 比が放射化と汚染の相関から外れた場合に放射化と汚染が混在していると考えられ、

汚染が混在すると核種組成比は小さい側にずれることが想定される。本検討の結果、汚染の寄与

が十分に大きい場合には、混合比の割合を算出することは容易であると考えられるが、汚染の寄

与が少ない場合、例えば 10%程度であっても 152Eu/60Co 比としては大きく影響を受けるため、混

合比の算出は汚染の寄与が大きい 137Cs の放射能濃度を考慮に加える等、慎重に判断する必要が

ある。しかし、混合比の算出を行うことで、汚染と放射化が混在するような廃棄物に対しても、

合理的な放射能評価を行うことが可能となるため、重要となる。 

 

 

5． まとめ 
 

 本報告書は、これまで放射化学分析によって得られた核種分析値をもとに廃棄物の処分に向け

た放射能濃度評価法を検討した。現在、保管されている JPDR のコンクリート廃棄物のうち、線

量が高いものは分析を実施済みであり、更なる分析データの蓄積を行っても廃棄物処分の合理的

な手法構築には結びつかないことが予測される。そのため、過去の JPDR 解体廃棄物の埋設処分

時と同様の手法で放射化計算を適用し、核種分析値をもとに放射能濃度比を補正する手法を検討

した。一部の核種においてはスケーリングファクタ法を適用することができた。実際の処分の際

には JPDR のコンクリートの廃棄体ごとに非破壊外部測定法を適用し、60Co、137Cs、152Eu の放射

能濃度を測定することで廃棄物の放射能濃度を評価できる見通しを得た。ただし、汚染と放射化

の区別については根拠等を十分に精査する必要があるとともに、今後、合理的な非破壊外部測定

法の開発が重要となる。他に考えられる手法として、廃棄体ごとのサーベイメータ等を用いて線

量測定を行い、得られた線量から本検討で補正した計算値をもとに核種組成比を算出できると考

えられる。この手法では、線量換算の妥当性を示すために廃棄体の一部をサンプリングして、Ge

半導体検出器の測定による基準核種等の放射能濃度確認を行うプロセスが必要となると考えられ

る。また、この場合には核種組成比の 2σの値を採用する等の保守的ではあるものの測定手法の

不確実性を考慮した評価法を開発する必要がある。いずれのコンクリート廃棄物であっても解体

当時の記録や廃棄物の分別の記録等を十分に精査することで、廃棄物の発生場所等を特定し、放

 

成比を表 4.9 に示す。 

 

4.6.3  放射化と汚染が混在する試料 

放射化と汚染が混在する場合または判別できない場合には、核種の組み合わせごとに放射化、

汚染のそれぞれで算出した核種組成比のうち、保守的となる核種組成比を適用することとした。 

 

4.6.4 核種組成比の考察 

 4.6.1 項～4.6.3 項において核種組成比を求めた。放射化試料において、3H、14C、36Cl は 60Co を

Key 核種とした濃度比がばらついたため、2σ上限値による評価が過剰に保守的となっている可

能性がある。算術平均により評価をする場合には、比較的過大評価にはなりにくいものの、十分

に不確実性を考慮する必要がある。汚染試料において、3H、14C、36Cl は、検出点が少なかったが、

放射化廃棄物と明確な差異がないため、保守的となる放射化の組成比で評価できる可能性がある。

137Cs を非破壊外部測定により測定する場合には、FP や TRU 核種は 137Cs に対する組成比が放射

化と汚染で変わらないため、汚染と放射化を区別なく評価できる可能性がある。 

 

4.7 処分区分の模擬評価結果 

本検討において使用した核種分析試料に対して、処分区分の模擬評価を行った。トレンチ処分

の可能性の判断は、評価対象廃棄物における全ての核種からの線量の合計が基準線量以下となる

こととし、分析した試料の放射能濃度（Di）を「研究施設等廃棄物の浅地中処分のための基準線

量相当濃度の検討（その 2）（JAEA-Technology 2022-013）」17)で評価された最小となる基準線量相

当濃度（Ci, s_min）で除して求めた相対重要度（Di/Ci）の総和Σ（D/C）が 0.3 以下になること

で判断することとした。相対重要度が 1 以下の場合には、処分可能であると判断できるものの、

埋設施設の安全評価への裕度を考えて相対重要度が 0.3 以下を基準として評価した。 

重要核種に対する 0 でない最小のシナリオの基準線量相当濃度（Ci, s_min）及び「4.6 核種組成

比の設定」において設定した核種組成比を用いて、核種分析に使用した試料の Key 核種の放射能

濃度から処分区分を模擬評価した。なお、分析した試料については放射化と汚染で区分して適切

な組成比を使用した。トレンチ処分及びピット処分における重要核種に対する 0 でない最小のシ

ナリオの基準線量相当濃度を表 4.10 に、分析した試料に対する模擬評価結果を表 4.11 に示す。 

 分析試料は、廃棄物の中で比較的線量の高いものから採取・選定を行っている。そのため、本

検討で用いた分析試料のほとんどがピット処分相当のものであるものの、廃棄物全体としてはト

レンチ処分に区分される廃棄物が多く存在していることが想定される。 

 

4.8 放射化と汚染が混在する廃棄物に適用する放射能濃度評価法の検討 

 実際の廃棄物は、放射化と汚染廃棄物が混在する可能性がある。そこで代表するγ線放出核種
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射能濃度評価法を最適化できる可能性は残すものの、分別時に同一保管体内に表面汚染の影響の

ある廃棄物と放射化のみの影響の廃棄物が混在した可能性もあることから、記録を精査すること

による最適化した放射能濃度評価は困難な状況となっている。そのため、今後解体を実施する施

設においては最適化した放射能濃度評価法の構築をするために、十分な事前調査を実施し、汚染

物と放射化の区画を分けて解体・保管することが極めて重要である。 

 

6． JRR-2、JRR-3 及び JRR-4 のコンクリート廃棄物の処分に向けて 

 

 JRR-2、JRR-3及び JRR-4のコンクリートについては、これまで核種分析の実績がわずかしかな

いが、現在保管されている廃棄物の線量が極めて低いことから、理論計算を主体とした放射能濃

度評価法を用いて検討する必要があると考えられる。また、理論計算による組成比と核種分析値

による組成比を比較した際に、十分な検討ができない可能性があるものの、有意な核種分析値が

得られるような保管時の線量が高い廃棄物試料の採取の促進や解体施設から直接分析試料を採取

する等し、分析データを収集していく必要がある。 
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表 3.1 JPDR の主要諸元 
原子炉形式 沸騰水型 
原子炉熱出力 90MW（当初 45MW） 
電気出力 12.5MW 
熱中性子束 3.8×1013n/cm2・s（平均） 
燃料 2.6%UO2（装荷量：4.2t） 
原子炉運転時間 約 17,000 時間 
積算熱出力量 約 137,000 MWh 

 

表 3.2 汚染レベルによる分類 
 放射化・汚染コンクリート 
レベルⅠ 4×103Bq/g 以上 
レベルⅡ 4×101Bq/g～4×103Bq/g 
レベルⅢ 4×10-1Bq/g～4×101Bq/g 
レベルⅣ 4×10-1Bq/g 未満 

 

表 3.3 放射能レベル別廃棄物発生量の集計 

単位（t） 
 保管中 埋設済 
 放射化 汚染 放射化 汚染 
レベルⅠ 59.72 - - - 
レベルⅡ 83.00 - - - 
レベルⅢ 122.84 37.67 134.50 - 
レベルⅣ 8.85 163.66 1,172.78 360.41 

合計 475.74 1667.69 

  

 

16）日本原子力研究所東海研究所, 廃棄物埋設確認申請書（非固型化コンクリート等廃棄物用）

（平成 7 年 8 月 10 日）, 1995. 

17）佐久間康太, 阿部大智, 岡田翔太他, 研究施設等廃棄物の浅地中処分のための基準線量相当濃

度の検討（その 2）, JAEA-Technology 2022-013, 2022, 200p. 
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表 4.1 予備評価で選定された重要核種及び分析数 

No 放射性 
核種 

分析 
核種 

検出数/
分析数 

予備選定された重要核種 
備考 トレンチ処分 ピット処分 

汚染 放射化 汚染 放射化

1 3H 〇 11/15 〇 〇 -     
2 14C 〇 12/15 〇 〇 〇     
3 36Cl 〇 8/15 - 〇 〇     
4 41Ca 〇 2/7 - 〇 -     
5 60Co 〇 15/15 〇 - -     

6 59Ni - - - - 〇   
63Ni との生成比の理論計算により

評価が可能 
7 63Ni 〇 10/10 〇 - 〇     
8 90Sr 〇 3/15 〇 〇 〇     
9 94Nb 〇 0/15 - - 〇     

10 99Tc 〇 0/8 - - 〇     
11 137Cs 〇 8/15 〇 - -     
12 152Eu 〇 11/15 - 〇 -     
13 154Eu 〇 11/15 - 〇 -     
14 234U 〇 15/15 〇 - 〇     
15 238U 〇 15/15 - - 〇     
16 239Pu 〇 4/15 〇 - 〇   239Pu と 240Pu を 239+240Pu として評

価 17 240Pu 〇 4/15 - - 〇   
18 241Am 〇 0/15 〇 - 〇     
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表 4.2 D-73 の核種分析値と計算値の比較 

                （評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 
放射性 

核種 
核種分析値 

(Bq/g) 
計算値 
(Bq/g) 

核種分析値 

/計算値 
3H 1.62E+03 5.46E+03 2.96E-01 
14C 1.10E+01 3.29E+01 3.34E-01 
36Cl 6.20E-01 6.05E-01 1.03E+00 
41Ca 2.90E+01 6.78E+01 4.28E-01 
60Co 2.83E+00 6.58E+00 4.30E-01 
63Ni 4.28E+00 7.46E+00 5.73E-01 
90Sr 4.27E-02 2.43E-01 1.75E-01 

137Cs 6.72E-02 2.63E-01 2.55E-01 
152Eu 2.27E+02 4.08E+02 5.56E-01 
154Eu 5.85E+00 1.01E+01 5.81E-01 
234U 1.50E-02 1.17E-02 1.28E+00 
238U 8.90E-03 3.34E-02 2.67E-01 

239+240Pu 1.90E-02 2.00E-02 9.50E-01 
241Am <3.97E-04 2.25E-08 <1.77E+04 

                       

 

表 4.1 予備評価で選定された重要核種及び分析数 

No 放射性 
核種 

分析 
核種 

検出数/
分析数 

予備選定された重要核種 
備考 トレンチ処分 ピット処分 

汚染 放射化 汚染 放射化

1 3H 〇 11/15 〇 〇 -     
2 14C 〇 12/15 〇 〇 〇     
3 36Cl 〇 8/15 - 〇 〇     
4 41Ca 〇 2/7 - 〇 -     
5 60Co 〇 15/15 〇 - -     

6 59Ni - - - - 〇   
63Ni との生成比の理論計算により

評価が可能 
7 63Ni 〇 10/10 〇 - 〇     
8 90Sr 〇 3/15 〇 〇 〇     
9 94Nb 〇 0/15 - - 〇     

10 99Tc 〇 0/8 - - 〇     
11 137Cs 〇 8/15 〇 - -     
12 152Eu 〇 11/15 - 〇 -     
13 154Eu 〇 11/15 - 〇 -     
14 234U 〇 15/15 〇 - 〇     
15 238U 〇 15/15 - - 〇     
16 239Pu 〇 4/15 〇 - 〇   239Pu と 240Pu を 239+240Pu として評

価 17 240Pu 〇 4/15 - - 〇   
18 241Am 〇 0/15 〇 - 〇     
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表 4.5 相関関係の成立が判断できない核種の組成比（放射化試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日）                

放射性核種 Key
核種 

①2σ上限値 ②算術平均 

3H 

60Co 
1.27E+03 2.79E+02 

14C 4.70E+01 1.80E+01 
36Cl 9.64E-01 4.65E-01 
90Sr 

137Cs 7.58E-01 4.45E-01 
239+240Pu 7.55E-01 2.07E-01 

 

 

表 4.6 有効な核種分析データが 2 点以下の組成比（放射化試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日）                

放射性核種 Key 核種 組成比 備考 
41Ca 60Co 1.03E+01 放射化計算 

 

 

表 4.7 相関係数の確認結果（汚染試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 

放射性核種 Key 核種 相関係数* 
63Ni 60Co 0.99 強い相関がある。 

*相関係数は以下の区分とする。     

+0.7 から+1.0 強い相関がある。   

+0.4 から+0.7 中程度の相関がある。 

+0.2 から+0.4 弱い相関がある。   

+0.0 から+0.2 ほとんど相関がない。 

 

 

表 4.8 t 検定による確認結果（汚染試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 

放射性

核種 
Key 
核種 

t0値 t 値 
(t(n-2,1%))

確認結果* 組成比 

63Ni 60Co 10.03 9.92 合格 6.12E+01 
   * 判定基準は t0≧t(n-2,1%)であれば相関関係を有する（合格）とした。 

 

 

 

 

表 4.3 相関係数の確認結果（放射化試料） 

放射性核種 Key 核種 相関係数* 
3H 

60Co 

0.75 強い相関がある。 
14C 0.49 中程度の相関がある。 
36Cl 0.63 中程度の相関がある。 
63Ni 0.99 強い相関がある。 

152Eu 0.99 強い相関がある。 
154Eu 0.99 強い相関がある。 
90Sr 

137Cs 0.23 弱い相関がある。 
239+240Pu 0.99 強い相関がある。 

*相関係数は以下の区分とする。     

+0.7 から+1.0 強い相関がある。   

+0.4 から+0.7 中程度の相関がある。 

+0.2 から+0.4 弱い相関がある。   

+0.0 から+0.2 ほとんど相関がない。 

 

 

表 4.4 t 検定による確認結果（放射化試料） 

放射性核種 Key
核種 

t0値 t 値 
(t(n-2,1%)) 

確認結果* 組成比 

3H 

60Co 

3.17 3.36 不合格 － 
14C 1.67 3.25 不合格 － 
36Cl 1.84 4.03 不合格 － 
63Ni 17.69 4.60 合格 1.56E+00 

152Eu 24.69 3.25 合格 7.25E+01 
154Eu 20.86 3.25 合格 1.62E+00 
90Sr 

137Cs 
0.24 63.66 不合格 － 

239+240Pu 57.20 63.66 不合格 － 
   * 判定基準は t0≧t(n-2,1%)であれば相関関係を有する（合格）とした。 
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表 4.6 有効な核種分析データが 2 点以下の組成比（放射化試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日）                

放射性核種 Key 核種 組成比 備考 
41Ca 60Co 1.03E+01 放射化計算 

 

 

表 4.7 相関係数の確認結果（汚染試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 

放射性核種 Key 核種 相関係数* 
63Ni 60Co 0.99 強い相関がある。 

*相関係数は以下の区分とする。     

+0.7 から+1.0 強い相関がある。   

+0.4 から+0.7 中程度の相関がある。 

+0.2 から+0.4 弱い相関がある。   

+0.0 から+0.2 ほとんど相関がない。 

 

 

表 4.8 t 検定による確認結果（汚染試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 

放射性

核種 
Key 
核種 

t0値 t 値 
(t(n-2,1%))

確認結果* 組成比 

63Ni 60Co 10.03 9.92 合格 6.12E+01 
   * 判定基準は t0≧t(n-2,1%)であれば相関関係を有する（合格）とした。 
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表 4.11 放射能濃度決定の模擬評価結果 

 試料名 トレンチ処分の∑D/C ピット処分の∑D/C 
2σ上限値 算術平均 2σ上限値 算術平均 

放 
射 
化 
試 
料 

NY-925-476 1.60 0.86 0.02 0.01
NY-917-116 0.78 0.43 0.01 0.01
NY-91X-487 1.49 0.73 0.02 0.01
NY-912-391 1.64 0.85 0.02 0.01
NY-917-115 0.86 0.47 0.01 0.01
NY-925-473 1.47 0.75 0.02 0.01

NY-917-116B 0.64 0.37 0.01 0.01
NY-912-475 17.70 8.43 0.23 0.10
NY-912-519 2.43 1.17 0.03 0.02
NY-925-469 3.10 1.55 0.04 0.02

D-73 27.57 13.10 0.35 0.16
汚 
染 
試 
料 

NY-924-92 0.20 0.16 0.004 0.004
NY-924-108 0.10 0.08 0.003 0.003

NY-923-2255 5.90 3.48 0.007 0.004
NY-932-1911 1.23 0.74 0.004 0.003 

 

  

 

表 4.9 有効な核種分析データが 2 点以下の組成比（汚染試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 

放射性

核種 
Key
核種 

組成比 備考 
①2σ上限値 ②算術平均 

3H 

60Co 
3.40E+00 汚染計算 

14C 6.33E-02 測定最大値 
36Cl 7.48E-03 測定最大値 
90Sr 

137Cs 
7.58E-01 4.45E-01 放射化試料と共通 

239+240Pu 7.55E-01 2.07E-01 放射化試料と共通 
 

 

表 4.10  トレンチ及びピット処分における基準線量相当濃度の最小値 

放射性核種 

トレンチ処分の 
基準線量相当濃度

の最小値 
[Bq/g] 

ピット処分の 
基準線量相当濃度 

の最小値 
[Bq/g] 

3H 5.20E+02 2.40E+05 
14C 1.00E+01 6.80E+02 
36Cl 1.80E+00 2.40E+01 
41Ca 8.90E+01 1.20E+03 
60Co 9.50E+02 -
59Ni 3.40E+03 6.00E+04 
63Ni 2.00E+03 2.20E+05 
90Sr 5.30E-01 7.10E+04 

94Nb 2.10E+00 1.30E+02 
99Tc 1.40E+00 1.80E+01 

137Cs 1.90E+01 3.70E+05 
152Eu 4.00E+01 1.10E+09 
154Eu 1.50E+02 7.20E+12 
234U 7.30E-01 1.00E+01 
238U 4.30E-01 6.10E+00 

241Am 3.00E+01 9.30E+02 
239+240Pu 5.00E+01 9.30E+02 
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表 4.11 放射能濃度決定の模擬評価結果 
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染 
試 
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表 4.9 有効な核種分析データが 2 点以下の組成比（汚染試料） 

（評価日：令和 5 年 3 月 31 日） 

放射性

核種 
Key
核種 

組成比 備考 
①2σ上限値 ②算術平均 

3H 

60Co 
3.40E+00 汚染計算 

14C 6.33E-02 測定最大値 
36Cl 7.48E-03 測定最大値 
90Sr 

137Cs 
7.58E-01 4.45E-01 放射化試料と共通 

239+240Pu 7.55E-01 2.07E-01 放射化試料と共通 
 

 

表 4.10  トレンチ及びピット処分における基準線量相当濃度の最小値 

放射性核種 

トレンチ処分の 
基準線量相当濃度

の最小値 
[Bq/g] 

ピット処分の 
基準線量相当濃度 

の最小値 
[Bq/g] 

3H 5.20E+02 2.40E+05 
14C 1.00E+01 6.80E+02 
36Cl 1.80E+00 2.40E+01 
41Ca 8.90E+01 1.20E+03 
60Co 9.50E+02 -
59Ni 3.40E+03 6.00E+04 
63Ni 2.00E+03 2.20E+05 
90Sr 5.30E-01 7.10E+04 

94Nb 2.10E+00 1.30E+02 
99Tc 1.40E+00 1.80E+01 

137Cs 1.90E+01 3.70E+05 
152Eu 4.00E+01 1.10E+09 
154Eu 1.50E+02 7.20E+12 
234U 7.30E-01 1.00E+01 
238U 4.30E-01 6.10E+00 
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239+240Pu 5.00E+01 9.30E+02 
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1) 4.6.1(1), 4.6.2(1)参照 

2) 4.6.1(2)参照              

3) 4.6.1(3), 4.6.2(2)参照 

 

 

 

 

図 2.1 放射能濃度評価方法構築の考え方 

 

 

核種分析値

スケーリングファクタ法相関関係の成立

① 2σ上限値
or

②算術平均値

Yes

No

有意な分析値が
3点以上

Yes

No

理論計算、
核種分析値の最大値

理論計算

評価対象核種の
核種組成比の設定

本検討の範囲

評価核種放射能濃度

非破壊外部測定
or

サーベイメータでの線量測定

1)

2)

3)

JAEA-Technology 2024-006

- 22 -



 

 

図 3.1 JPDR 生体遮蔽コンクリートの概要 
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図 4.1 60Co 放射能濃度に対する 3H 放射能濃度 

図 4.2 60Co 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度 
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図 4.3 60Co 放射能濃度に対する 36Cl 放射能濃度 

図 4.4 60Co 放射能濃度に対する 41Ca 放射能濃度 
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図 4.1 60Co 放射能濃度に対する 3H 放射能濃度 

図 4.2 60Co 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度 
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図 4.5 60Co 放射能濃度に対する 63Ni 放射能濃度 

 
図 4.6 60Co 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度 
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図 4.7 60Co 放射能濃度に対する 94Nb 放射能濃度 

図 4.8 60Co 放射能濃度に対する 99Tc 放射能濃度 
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図 4.5 60Co 放射能濃度に対する 63Ni 放射能濃度 

 
図 4.6 60Co 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度 
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図 4.9 60Co 放射能濃度に対する 137Cs 放射能濃度 

図 4.10 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度 
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図 4.11 60Co 放射能濃度に対する 154Eu 放射能濃度 

図 4.12 60Co 放射能濃度に対する 234U 放射能濃度 
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図 4.9 60Co 放射能濃度に対する 137Cs 放射能濃度 

図 4.10 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度 
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図 4.13 60Co 放射能濃度に対する 238U 放射能濃度 

図 4.14 60Co 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度 
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図 4.15 60Co 放射能濃度に対する 241Am 放射能濃度 
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図 4.13 60Co 放射能濃度に対する 238U 放射能濃度 

図 4.14 60Co 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度 
 

 

 

 

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101 102 10310-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

103

 検出値
 D-73放射化計算値
 汚染組成比

60 Co放射能濃度（Bq/g）

23
8 

U
放

射
能

濃
度

（
Bq

/g
）

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101 102 10310-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

 検出値
 検出限界値
 D-73放射化計算値
 汚染組成比

60 Co放射能濃度（Bq/g）

23
9+

24
0 

Pu
放

射
能

濃
度

（
Bq

/g
）

JAEA-Technology 2024-006

- 31 -



 

図 4.16 137Cs 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度 

図 4.17 137Cs 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度 
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図 4.18 60Co 放射能濃度に対する 3H 放射能濃度（放射化試料） 
 

  
図 4.19 60Co 放射能濃度に対する 3H 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.16 137Cs 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度 

図 4.17 137Cs 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度 
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図 4.20 60Co 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度（放射化試料） 

 

  
図 4.21 60Co 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.22 60Co 放射能濃度に対する 36Cl 放射能濃度（放射化試料） 

 

  
図 4.23 60Co 放射能濃度に対する 36Cl 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.20 60Co 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度（放射化試料） 

 

  
図 4.21 60Co 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.24 60Co 放射能濃度に対する 41Ca 放射能濃度（放射化試料） 
 

 
図 4.25 60Co 放射能濃度に対する 41Ca 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.26 60Co 放射能濃度に対する 63Ni 放射能濃度（放射化試料） 

図 4.27 60Co 放射能濃度に対する 63Ni 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.24 60Co 放射能濃度に対する 41Ca 放射能濃度（放射化試料） 
 

 
図 4.25 60Co 放射能濃度に対する 41Ca 放射能濃度（汚染試料） 

 

 

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101 102 10310-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

103

 検出値
 検出下限値
 D-73放射化計算値
 汚染組成比
 核種分析値近似直線
 核種分析値95%信頼区間（2σ）

60 Co放射能濃度（Bq/g）

41
 Ca

放
射
能
濃
度
（

Bq
/g
）

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101 102 10310-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

103

 検出下限値
 D-73放射化計算値
 汚染組成比

60 Co放射能濃度（Bq/g）

41
 Ca

放
射

能
濃

度
（

Bq
/g
）

JAEA-Technology 2024-006

- 37 -



 

 
図 4.28 60Co 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度（放射化試料） 

 

  
図 4.29 60Co 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.30 60Co 放射能濃度に対する 137Cs 放射能濃度（放射化試料） 

 

図 4.31 60Co 放射能濃度に対する 137Cs 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.28 60Co 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度（放射化試料） 

 

  
図 4.29 60Co 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.32 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度（放射化試料） 
 

  
図 4.33 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.34 60Co 放射能濃度に対する 154Eu 放射能濃度（放射化試料） 

  
図 4.35 60Co 放射能濃度に対する 154Eu 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.32 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度（放射化試料） 
 

  
図 4.33 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.36 60Co 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度（放射化試料） 

 
図 4.37 60Co 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度（汚染試料） 
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図 4.38 汚染の寄与を変化させたときの 60Co 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度の変化 
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図 4.36 60Co 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度（放射化試料） 

 
図 4.37 60Co 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度（汚染試料） 

 

 

 

 

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101 102 10310-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

 検出値
 検出限界値
 D-73放射化計算値
 汚染組成比
 核種分析値近似直線
 核種分析値95%信頼区間（2σ）

60 Co放射能濃度（Bq/g）

23
9+

24
0 

Pu
放

射
能

濃
度

（
Bq

/g
）

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101 102 10310-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

 検出限界値
 D-73放射化計算値
 汚染組成比

60 Co放射能濃度（Bq/g）

23
9+

24
0 

Pu
放

射
能

濃
度

（
Bq

/g
）

JAEA-Technology 2024-006

- 43 -



 

付 録 
 
付録 A 137Cs 放射能濃度に対する各核種の放射能濃度 

 
図 A.1 137Cs 放射能濃度に対する 3H 放射能濃度 

 

 
図 A.2 137Cs 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度 
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図 A.3 137Cs 放射能濃度に対する 36Cl 放射能濃度 
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付 録 
 
付録 A 137Cs 放射能濃度に対する各核種の放射能濃度 

 
図 A.1 137Cs 放射能濃度に対する 3H 放射能濃度 

 

 
図 A.2 137Cs 放射能濃度に対する 14C 放射能濃度 
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図 A.5 137Cs 放射能濃度に対する 63Ni 放射能濃度 

 

図 A.6 137Cs 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度 
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図 A.7 137Cs 放射能濃度に対する 152Eu 放射能濃度 

 

図 A.8 137Cs 放射能濃度に対する 154Eu 放射能濃度 
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図 A.5 137Cs 放射能濃度に対する 63Ni 放射能濃度 

 

図 A.6 137Cs 放射能濃度に対する 90Sr 放射能濃度 
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図 A.9 137Cs 放射能濃度に対する 239+240Pu 放射能濃度 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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